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朝鮮民主主義人民共和国（北朝鮮）による日本人拉致問題の早期解決を求 

める意見書案 

 

北朝鮮による日本人拉致問題は、日本国民の基本的人権に深く関わる重要かつ我が

国の主権をも侵す国家的な問題です。よって、国はこれを早期に解決すべき責任を有

します。 

２００２年（平成１４年）の日朝首脳会談において、北朝鮮は日本人拉致を公式に

認め、５人の拉致被害者及びその家族の帰国が実現しました。しかし、その後は拉致

問題の完全解決に向けた具体的な進展は見られません。 

帰国から四半世紀が経過しようとする今、帰国が実現していない政府認定の拉致被

害者及びその家族の高齢化は深刻化しています。横田めぐみさんの父、横田滋さんは

２０２０年（令和２年）に、有本恵子さんの父、有本明弘さんは本年２月に、それぞ

れ最愛の家族との再会を果たせぬまま逝去されました。拉致被害者及びその親世代に

は、残された時間は少なく、問題の完全解決にはもはや一刻の猶予も許されない状況

です。 

高市早苗内閣総理大臣は、拉致問題を内閣の最重要課題に位置付け、あらゆる選択

肢を排除せずに解決への突破口を開く決意を示されています。 

北朝鮮による日本人拉致問題は、日本国民にとって、決して風化させてはならない

極めて重大な課題であり、多くの国民が早期かつ完全な解決を強く望んでいます。 

よって、国会及び政府におかれては、関係諸国や国際機関等との一層の連携と協調

を図りつつ、北朝鮮との話合いなど日本人拉致問題の完全解決に向けた取組を強力に

進められるよう強く要請します。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出いたします。 
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